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研究成果の概要（和文）：ドイツの新しい捜査手法のうち、特に①DNA鑑定、データベースの現状、②王冠証人立法、
③通信傍受について調査、研究した。いずれについても、関係規定の立法史、立法内容、運用の現状について検討を加
えた。また特に、②については、2009年の王冠証人立法(刑法46条b)では、犯罪解明に寄与した被疑者を不起訴とする
訴訟法的対応を採用せず、刑の減免を以て報いる実体的対応を採用した経緯とその背景について詳細に明らかにした。
また、2013年に王冠証人規定である刑法46条bが改正された経緯とその理論的根拠について検討を加えた。

研究成果の概要（英文）：Among German new criminal investigation methods, especially DNA identification, DN
A database, crown witness (Kronzeuge in Germany) legislation, and wiretapping law were investigated. Espec
ially the history of the related legislations, the contents of legislations, and the present condition of 
law enforcement were inquired.
Moreover, the reason that Article 46 b of German criminal code - crown witness regulation - was enforced i
n 2009 was analyzed. In addition, the reason why the criminal procedural method that permits the prosecuto
r not to prosecute the suspected person if he or she contributed to the criminal prevention or criminal so
lution was not adopted, was inquired. The circumstances by which Article 46 b of the criminal code was rev
ised in 2013, were clarified.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
わが国の現代型捜査手法のうち、組織犯罪
対策の捜査手法の一つであるおとり捜査に
ついては、麻薬取締関係で限定的に用いられ
ているにすぎず、その法理論上の検討も十分
とは言い難い。また、通信傍受については、
平成 11 年に「犯罪捜査のための通信傍受に
関する法律」が成立し、施行されているが、
その要件が極めて厳格であることもあり、利
用は極めて限られている。さらに、免責証人
については、明確な法的根拠がないため用い
られておらず、その法制度・法理論上の問題
点を含めた検討も決して十分にはなされて
いない。 
周知の如く、組織犯罪は、密行性が高く、
手口が次第に巧妙化していることもあり、従
来の捜査手法では適切な取り締まり、検挙が
困難になっている。また、組織犯罪は、先進
国首脳会議(Ｇ８)や国際連合の会議において
も継続的に取り上げられ、国際的に協調した
取り組みが要請されている。諸外国において
は、法制度が整備されつつあり、わが国にお
いてもこうした諸外国の取り組みに対応し
た法整備の必要性が指摘されており、こうし
た捜査手法の研究の必要性は極めて高い。 
また、DNA 型鑑定は、平成元年から実施
され、被疑者、被害者の特定において有効な
捜査手段として活用されている。判例におい
ても、DNA 型鑑定結果の証拠能力も認めら
れている。鑑定の方法も著しく進捗し、平成
15年 8月からは、フラグメントアナライザー
による短鎖 DNA 型鑑定法が全国の警察に導
入され、極微量で、かなり古い資料からも従
来以上に精度の高い鑑定を行うことが可能
となった。 今後の課題としては、DNA 型
鑑定結果のデータベース化を巡る問題があ
る。国際的にも、つとに平成 15 年 5 月先進
国首脳会議(Ｇ８)司法・内務閣僚会議「DNA
情報の使用及び共有に関する G８原則」の中
で「G８は DNA 証拠に関する収集、使用及
び国際的な協力に関する能力を拡大するこ
とを自身に課し、またこれを他国に強く求め
る」旨の言及がなされた。この国際的課題の
実現のためには、DNA 型鑑定結果のデータ
ベース化が望まれる。しかし、この点につい
てわが国の法整備は遅れており、平成 17 年
に、DNA 型鑑定結果の作成、管理、運用に
関して国家公安委員会規則が制定され、これ
に基づき警察庁訓令が出されたにとどまる
(「DNA型記録取扱規則」(平成 17年国家公
安委員会規則第 15号)、「DNA型記録取扱細
則」(平成 17年警察庁訓令第 8号))。しかも、
どのような場合に DNA 型をデータベースに
保存し、或いは保存された記録を削除できる
のか、例えば、対象犯罪の限定の問題、再犯
の危険のある場合に限ることの適否、無罪判
決が確定した者の DNA 型情報の取り扱い、
鑑定終了後の被疑者の生体資料の廃棄の要
否など多くの点については、今後の検討課題
となっていた。 

２． 研究の目的 
本研究では、ドイツの現代型捜査手法のう
ち、特に次のものについて調査、研究を行う
ことを目的とした。 
① 組織犯罪の摘発、検挙のために用いられ
る捜査手法である、王冠証人、通信傍受等に
関する組織犯罪対策立法の動向、判例および
運用の現状と課題について明らかにする。 
②被害者および犯人の特定に極めて有効な
DNA 型鑑定および鑑定結果のデータベース
化に関する法制および運用の現状と課題に
ついて詳細に、調査、研究する。 
 
３． 研究の方法 
国内で、公刊された図書・論文、モノグラ
フの収集に努めたほか、マックスプランク国
際刑法研究所、ミュンヘン大学、ハイデルベ
ルク大学、ベルリン自由大学において、わが
国では入手が困難な資料の収集を行った。収
集した資料については、整理、分析を行い、
これに基づき研究成果を論文にまとめ公表
した。 
 
４． 研究成果 
ドイツの現代型捜査手法のうち、①DNA 型
鑑定、データベース、②王冠証人、③通信傍
受について、その立法史、立法内容、運用の
現状と課題を中心に詳細に、調査、研究した。 
①DNA 型鑑定 ドイツでは、DNA フィンガ
ープリント法の開発から程なくして刑事司
法で使用されはじめ、2012 年 6 月 30 日現在
で、DNA 型データベースは、973,136 件 
(760,965件の対象者のDNAと212,171件の痕
跡資料の DNA からなる) のデータを含み、毎
月、新たに約 8,300 件のデータが把握されて
いる。1998 年のデータベースの構築以降、
136,369 件の痕跡資料の DNA 型と対象者の
DNA 型が一致し、このうち、28,695 の事件に
おいて痕跡資料間のDNA型の一致により同一
犯であることが判明し、107,674 件につき、
犯行現場の痕跡資料のDNA型が特定人物のも
のと一致し、それにより犯罪行為の解明が促
進された。 
ドイツにおける DNA 鑑定は、多大な成果を
上げているが、DNA が遺伝子情報を含んでい
ることもあり、刑事司法でのその取扱いには
相当に慎重で、当初は、特別な立法によらず
に従前の法規定に基づいて行われていたも
のの、1997年にDNA分析法(Strafverfahrens- 
änderungsgesetz-DNA-Analyse)が制定され
DNA 鑑定の法的根拠規定が刑事訴訟法に置か
れ、翌 1998年に、DNA同定法(DNA-Identitäts 
-feststellungsgesetz)が制定され、DNA 型デ
ータベースに関する立法措置が講じられた。
以降、数次にわたり法改正が行われ、今日に
至っている。DNA 鑑定に関する立法以前の議
論状況、1997 年の DNA 分析法および 1998 年
の DNA 同定法の立法過程、それ以降の法改正
の内容について詳細に明らかにした。法改正
のうち、特に 2005 年の改正、即ち一定地域



の不特定多数人の DNA 検体を採取し、これを
犯行現場で発見された犯人のDNA型とを照合
する、遺伝子の集団検査を認める規定の導入
について詳細に検討した。 
DNA 鑑定に関する現行法制については、当
該刑事手続での利用のための鑑定と将来の
刑事手続での利用のための鑑定とを分け検
討した。当該刑事手続での利用のための鑑定
については、鑑定資料の採取・鑑定の要件、
鑑定資料の保存・廃棄の要件、鑑定実施機関
について検討を加えた。将来の刑事手続での
利用のための鑑定については、鑑定資料の採
取・鑑定の要件と鑑定資料の廃棄の要件につ
いて分析した。DNA 型データベースについて
は、将来の刑事手続での利用のために収集さ
れた DNA 型情報の保存、当該刑事手続のため
に収集された DNA型情報の保存および DNA型
情報の抹消という観点から検討を加えた。 
 総じて、ドイツでは、一方で DNA 型情報に
かかわるプライバシーの保護と他方でその
情報による犯人の特定、有罪の立証、冤罪の
防止といった社会的利益を慎重に衡量しつ
つ、関連法の制定、法改正行い、DNA 鑑定の
法整備を図ってきた。今日、刑訴法および連
邦刑事局法において、鑑定資料の採取条件、
鑑定機関、鑑定条件、廃棄条件、DNA 型デー
タベースの運用機関、データベースへの登録
対象(即ち、犯罪類型と対象者の地位)、デー
タの抹消事由等を明記し、アメリカや英国の
システムでは見られない、非常に厳格な法規
制を行っていることを明らかにした。 
②王冠証人立法 ドイツでは、2009 年 7月
29 日の刑法改正法により、被疑者による犯罪
の解明、予防への協力に対して量刑上考慮す
ることを認める規定である刑法 46 条 b が設
けられた。従来、捜査協力に対しては、刑法
46 条 2項に定められている「犯行後の行為者
の態度」として量刑上考慮されるに過ぎなか
ったが、特にテロ、組織犯罪および重大な経
済犯罪の領域において捜査に協力する意思
のある犯罪関与者にさらなる動機付けを与
える必要があるとの理由から設けられた。 
本規定により、相当に重い犯罪を犯した者が
一定の犯罪の解明や阻止に資する情報を提
供した場合には、裁判所はその者の刑を減軽
または免除することができるようになった。
その際、情報提供者は、解明または阻止され
る犯罪行為に関与していると否とを問わず、
刑事上の恩恵を受けることができるため、そ
の適用範囲はかなり広いといえる。ドイツに
おいて、捜査協力と引き替えに刑の減免、訴
追の見送り等の刑事上の優遇措置を受ける
被疑者を王冠証人(Der Kronzeuge)というが、
同規定は、正に王冠証人に関するものである。 
ドイツにおける王冠証人に関する規定の
立法化の試みは、1970 年代に遡る。1970 年
代に麻薬犯罪とテロ犯罪対策のために、王冠
証人に関する規定の立法化が試みられ、麻薬
犯罪に対する王冠証人規定は、1981 年 7 月
28 日の麻薬法( Betäubungsmittelrecht)31

条に置かれた。テロ犯罪に対する王冠証人規
定は、法律とはならなかったが、その後、1989
年に、時限立法としてテロ犯罪のための王冠
証人法が制定され、その第 4章に規定が置か
れ、その後 1994 年に、第 5 章に組織犯罪の
ための王冠証人規定が導入され、1999 年まで
施行された。主要な立法としては、2009 年の
刑法改正による導入は、これに続くものであ
る。 
被疑者による捜査協力に対する刑事上の
優遇措置には、刑の減軽、免除等の実体法的
対応と、訴追の見送り等の訴訟法的対応があ
るが、今回の規定を含めて、立法化された、
全ての王冠証人規定が実体法的対応を含ん
でいるものの、訴訟法的対応はテロ対策と組
織犯罪対策が喫緊の課題であった時期に制
定された王冠証人法第 4章と第 5章に限られ
ている。しかも、この訴訟法規定は、ほとん
ど使用されることはなかった。また、王冠証
人規定を定める草案において訴訟法的対応
の導入を図るものは、1970 年代から 90 年代
の草案において、特に 70 年代のものに散見
されるが、1999 年に王冠証人法が廃止された
以降に起草された草案で訴訟法的対応を定
めているものはない。学説に目を転ずると、
訴訟法的対応を提案するものの多くは 70 年
代のものである。 
そこで、ドイツの王冠証人制度研究の手始
めとして、刑法 46 条 b の概要と王冠証人規
定の立法史を鳥瞰したうえで、上記のような
立法の背景を探るために、1970 年代の諸草案
とそれを巡る議論を中心に考察を加えた。 
次いで、刑法 46 条 b の立法前後の議論状
況を、刑事訴訟法、刑法および憲法の観点か
ら整理し、刑事訴訟法上の課題として、起訴
法定主義、nemo-tenetur 原則、供述の信用性、
警察の影響力の増大の懸念および公開主義
など、刑法上の課題として責任主義、憲法上
の課題として平等条項および法治国家原理
など争点となったものについて詳細に明ら
かにした。さらに、刑法 46 条 b は、2013 年
に改正され、従前、犯罪の解明、阻止により
刑の減軽等の措置を受ける者、即ち王冠証人
自身の犯罪行為と解明または阻止される犯
罪行為との間には、いかなる関係も必要では
なかったが、改められ、この両犯罪行為の間
に関係性の存在を必要となった。この改正は、
2009 年 9 月 27 日の連邦議会議員総選挙の
結果を受け、キリスト教民主同盟（CDU）、キ
リスト教社会同盟（CSU）および自由民主党
（FDP）の 3 党が 2009 年 10 月 26 日に調印
した連立協定の中で、刑法 46条 bを改正し、
王冠証人自身が関係した犯罪の情報を提供
した場合に限り刑の減軽の対象とする方針
が示されたことが直接の契機となっている
が、従前の規定については、様々な観点から
批判が加えられてきたことも事実である。こ
の法改正の目的、内容を改正法案の立法理由
書を通して明らかにし、併せて刑法 46 条 b
の旧規定に関する議論状況および改正案に



つ い て の 連 邦 議 会 法 務 委 員 会
(Rechtsausschuß)での専門家の意見を踏ま
え、法改正の意義を確認した。 
③通信傍受 通信傍受規定の立法の沿革、
現行規定の内容、即ち、刑事訴訟法100条a(通
信傍受)、100条 b(傍受の手続に関する規定)、
100 条 c(住居での会話傍受に関する規定)、
100条 d(住居での会話傍受の手続に関する規
定)、100 条 e(通知義務に関する規定)、100
条 f(住居外での傍受に関する規定)、100 条
g(通信データの収集に関する規定)、100 条
h(技術的手段の利用に関する規定)の概要、
立法趣旨等について検討を加えた。特に、刑
事訴訟法 100 条 a の通信傍受の要件(対象犯
罪など)、100条cの住居での会話傍受の要件、
100条fの住居外での会話傍受に要件のほか、
100 条 a 第 4 項および 100 条 c 第 4 項の定め
る「私的生活形成の核心領域」の尊重の要請
について詳細に検討を加えた。 
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